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貸倒引当金の損金算入に関する新規定
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法人税計算における貸倒引当金の損金算入に関する従前の規定（PMK-81）を改正する財務大臣令2024年
第74号（PMK-74）が2024年10月18日に発行された。当該事項に関する税務上の処理を会計基準（現在の
PSAK109）と整合させることを目的としている。

税務規定調和法および2022年政令第55号に基づき、銀行、ファイナンス・リース会社、消費者金融、ファク
タリング会社、その他の金融機関は、適用される会計基準に従って計上された貸倒引当金を税務上も損金算
入することができる。ただし、金融サービス庁（Otoritas Jasa Keuangan/OJK）による一定の制限が設け
られている。

PMK-74では、損金算入のための貸倒償却処理として2つのアプローチが規定されている。

• 債権が回収不能となった時点で直接償却する方法（直接法）

• 引当金を通じて償却する方法（間接法）

対象となる事業体

PMK-74は、この規定の対象となる事業体を規定している。OJKに登録されていれば、通常の金融業務または
シャリア金融業務に従事することが可能となる。以下に列挙する事業体は、法人税において貸倒引当金の損
金算入をすることが認められている。
1. 銀行（商業銀行および地方銀行等）
2. ファイナンス・リース会社
3. 消費者金融
4. ファクタリング会社
5. その他の金融機関（マルチファイナンス、ベンチャーキャピタル、質屋、その他の国営金融機関等）



貸倒引当金の計算における制限

PMK-74では年度末の貸倒引当金の計算に下記の制限が適用される。

1. ステージ毎に債権の信用状態を分類する納税者に対する上限（PSAK109の適用が必要となる納税者）

ステージ 上限比率
1 – ステージ1 – 通常 1.4%

2 – ステージ 2 – 著しい信用悪化 23%

3 – ステージ 3 – 信用毀損 71%

2. 回収可能性を考慮して債権を分類する納税者に対する上限（PSAK109の適用が求められていない納税
者）

回収可能性 上限比率
1 – 正常先 0%/0.5%/1%

2 – 要注意先 3%/5%

3 – 要管理先 10%/15%

4 – 破綻懸念先 50%

5 – 破綻先、実質破綻先 100%

担保の適用と種類

上記1の方法では、貸倒引当金を計算する際に担保を債権から控除しない。しかし、上記2の方法では、流動
性担保については100%、その他の担保については75%を控除する必要がある。担保価値はOJK報告書（納
税者がOJKに担保報告義務を負っている場合）に基づくものとする。PMK-74では控除可能な担保の種類とシ
ャリア金融における融資額についても規定している。

税務計算の目的

従前のPMK-81では、納税者は会計上の貸倒引当金の合計額と税務上の貸倒引当金の合計額を比較し、税務調
整額を決定する必要があった。しかし、PMK-74では、損金算入可能な引当金は会計上の引当金または税務上
の上限のいずれか低い方とされ、適用する方法のそれぞれのカテゴリーによって決定される。

例1. ステージ毎に債権の信用状態を分類する方法

ステージ 貸付金額 貸倒引当金
（会計） 上限(％) 上限金額 貸倒引当金

（税務）

a b c d = a x c e

1  860,000  12,900  1.40  12,040  12,040 

2  85,000  8,500  23.00  19,550  8,500 

3  20,000  18,000  71.00  14,200  14,200 

合計  34,740 
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例2. 回収可能性を考慮して債権を分類する方法

回収可能性   シャリア　
融資

 貸倒引当金
（会計） 担保 純債権 上 限 

(％) 上限金額 貸倒引当金
（税務）

a b c d = a - c e f = d x e  g 

1 1,400,000  5,500  -    
1,400,000  1  14,000  5,500 

2  55,000  1,000  33,000  22,000  5  1,100  1,000 

3  3,000  500  18,000  1,200  15  180  180 

4  200  200  120  80  50  40  40 

5  2,000  2,000  1,200  800  100  800  800 

合計  7,520 
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貸倒償却対象リスト

貸倒償却対象リストの新しいフォーマットが導入され、貸倒償却の種類と証憑書類を含む追加の欄が設けら
れている。納税者は、以下の4種類の証憑書類を分類し添付しなければならない。

• 法的提出書類

• 合意書面

• 公示資料

• 債務者の承認

移行措置

既存の銀行、Bank Perkreditan Rakyat （地方銀行）および Bank Pembiayaan Rakyat Syariah（Bank 
Perekonomian Rakyat または Bank Perekonomian Rakyat Syariahに変更されていないもの）はPMK-74 
を適用して、下記のとおり2024年度の貸倒引当金を計算することができる。

•  PMK-74を適用して貸倒引当金の期首残高を再計算しなければならない。

• PMK-74を適用して計算した2024年度期首残高と従前の規定に基づいて計算した2023年度期末残高の差
額は下記の通り取り扱う。

 – 2024年度期首残高が2023年度期末残高を上回る場合、その差額は2024年度および/または2025年度
に控除することができる。

 – 2024年度期首残高が2023年度期末残高を下回る場合、その差額は2024年度の課税対象となる。

KPMG コメント:       

期首残高への調整により、2024年度または2025年度の法人税申告書が過払いのポジションになる
可能性がある。納税者は過払いを単年度に充当するべきか、または2年間にわたって充当するべきか
を慎重に検討する必要がある。
また、貸倒償却対象リストを完成させるだけでなく、貸倒償却の裏付けとなる書類が法人税申告書に
添付されていることを確認し、貸倒償却が税務署によって否認されないように備える必要がある。
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